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■利益
　売上高と同様に補完データより2014年から2018年の5ヵ

年の利益金を確認したところ、5年間を通じて「500万円以
下」の割合が突出して高い傾向であった。（グラフ11）

6.1
6.4

12.6
10.2

8.6

マイナス

24.6
22.1

23.2
22.2

22.8

～5百万円

11.1
12.1

10.4
10.6

13.4

～1千万円

11.8
13.2

10.4
12.8

10.0

～2千万円

7.0
6.0

5.9
5.8
6.0

～3千万円

6.3
5.5

5.1
5.6
5.6

～4千万円

4.1
4.0

3.6
4.0

3.0

～5千万円

9.4
10.6

9.8
8.4

11.6

～1億円

8.7
9.1

7.9
8.2

7.0

～2億円

3.9
3.2

2.8
3.6

4.0

～3億円

1.1
1.9

1.3
1.2

1.4

～4億円

1.1
0.8

1.7
2.0

1.2

～5億円

4.8
5.3
5.3

5.2
5.4

～5億円超

（単位：％　※補完データより）利益推移グラフ11
2014（平成26年）度調査（データ数=541）

2015（平成27年）度調査（データ数=530）

2016（平成28年）度調査（データ数=530）

2017（平成29年）度調査（データ数=499）

2018（平成30年）度調査（データ数=500）
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（３）機材の保有状況と貸付部門売上高に占める  
　　 保有機械・機材の売上高割合（中分類）

　各社の建設機材について、19種類に分類した中分類ベー
スでの機材の保有状況＜グラフ14＞と貸付部門売上高に占

める保有機械・機材の売上高割合＜グラフ15＞を確認した。
　保有状況＜グラフ14＞では「掘削及び積込機」が79.4％
で 昨 年 同 様 に 最 も 多 く 、 次 い で 「 締 固 め 機 械 」
（75.2%）、「電気機器」（72.3%）、「その他の機器」
（72.3%）、「運搬車」（71.6%）となった。

■設備投資額
　本調査では、レンタル・リース物件の設備投資について確
認している。

　「1億円超2億円未満」（12.3％）の割合が最も高く、昨
年最も高いスコアだった「1000万円未満」は10.9%と4ポ
イント以上減少した。（グラフ13）

■利益の売上対比
　補完データより利益を売上対比で確認したところ、昨年調
査同様、「1％」（17.2％）が最も高い。

また昨年調査と比較すると「0％」が約4ポイント下がった
一方、「2％」が約2ポイント上昇した。（グラフ12）

（単位：％　※補完データより）利益の売上対比

11%以上

6.2
5.7

9%

2.2
2.8

10%

1.9
2.6

マイナス

9.3
8.3

5%

6.6 6.9

6%

5.4 5.6

7%

2.2 4.3

8%

2.9

3.6

0%

16.4

12.0

1%

16.8 17.2

2%

11.1

13.5

3%

10.7

9.2

4%

8.3 8.2

グラフ12
2017（平成29）年度調査（データ数=579）
2018（平成30）年度調査（データ数=576）

0円

6.5

4.4
5.2

8.3

1000万円未満

5.4

12.9

15.4

10.9

1000万円
～

2000万円未満

10.1

8.4

10.1

8.0

2000万円
～

3000万円未満

3.6

8.0
7.5

6.9

3000万円
～

5000万円未満

9.5
8.8

10.9
10.5

5000万円
～

1億円未満

11.3

16.5

9.7

12.0

1億円
～

2億円未満

13.1

9.6

11.2

12.3

2億円
～

3億円未満

4.2

6.0 6.0
5.4

3億円
～

5億円未満

9.5

5.2
4.5

5.8

5億円
～

10億円未満

10.1

8.8
9.7

8.3

10億円
～

20億円未満

4.8
4.4

3.7

5.1

20億円
～

50億円未満

8.3

3.6

1.9

3.3

50億円以上

3.6 3.2
4.1

3.3

（単位：％　※有回答絞り）設備投資（レンタルリース物件）グラフ13
2015（平成27）年度調査（データ数=168）
2016（平成28）年度調査（データ数=249）
2017（平成29）年度調査（データ数=267）
2018（平成30）年度調査（データ数=276）
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60.0 70.0 80.0 90.0 100.050.040.030.020.010.0

74.2
79.7
79.4

A.掘削及び積込機

65.6
70.7

71.6
B.運搬車

59.8
66.5

69.9
C.建設用ポンプ

68.8
68.0

72.3
D.電気機器

65.2
67.7

67.0
E.空気圧縮機及び送風機

45.3
54.5

56.7
F.道路維持用機械

32.0
35.3
36.5

G.ブルドーザ及びスクレーパ

18.0
22.6

25.9
H.モータグレーダ及び路盤用機械

65.6
70.3

75.2
I.締固め機械

42.2
39.5

44.0
J.クレーン・その他荷役機械

49.6
46.6

48.6
K.高所作業車

18.0
17.7

23.0
L.基礎工事用機械

12.9
13.2
14.2

M.重仮設材

15.2
23.7

26.2
N.水処理機械

14.1
19.5

23.4
O.せん孔機械及びトンネル工事用機械

31.6
38.3

48.2
P.軽仮設材

33.6
35.7
36.5

Q.ウインチ類

24.6
20.7

27.3
R.コンクリート機械

58.6
65.4

72.3
S.その他の機器

0.0

（単位：％　※有回答絞り、複数回答）機材の保有状況グラフ14
2016（平成28年）度調査（回答数=249） 2017（平成29年）度調査（回答数=266） 2018（平成30年）度調査（回答数=282）
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　また、貸付部門売上高に占める保有機械・機材の売上高割
合＜グラフ15＞では「掘削及び積込機」では30-39%、

「運搬車」では10-19%が最も多い結果となっているが、そ
れ以外の機械・機材では1-9%が最も多くなっている。

20 40 60 80

A.掘削及び積込機（回答数=190） 5.3 11.1 13.1 15.7 15.2 12.6 9.5 5.8
3.23.2

5.3

20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=177） 7.3 9.6 14.1 16.4 15.3 12.4 9.0 5.6
1.72.3

6.2

20 40 60 80

2016（平成28）年度（回答数=177） 5.6 9.6 14.1 18.1 19.2 9.6 10.7 4.5
1.71.72.32.8

20 40 60 80

B.運搬車（回答数=159） 22.6 42.8 22.6 10.1

1.3 0.6

20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=158） 24.1 39.9 24.1 7.6
1.3 2.5 0.6

2016（平成28）年度（回答数=155） 20.0 36.1 23.9 12.9 3.9
3.2

（単位：％　※有回答絞り）貸付部門売上高に占める保有機械・機材の売上高の割合グラフ15
0% 1-9％ 10-19％ 20-29％ 30-39％ 40-49％ 50-59％
60-69％ 70-79％ 80-89％ 90-99％ 100%

20 40 60 80

E.空気圧縮機及び送風機（回答数=146） 79.5
1.4

16.4
0.72.1

20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=147） 82.3
3.4

11.6
0.72.0

2016（平成28）年度（回答数=153） 79.14.6 13.1
0.72.6

20 40 60 80

F.道路維持用機械（回答数=115） 79.15.2 10.4
1.72.60.9

20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=114） 82.5
3.5

5.3 5.3
1.80.90.9

2016（平成28）年度（回答数=109） 76.15.5 10.1 4.6
0.92.8

20 40 60 80

C.建設用ポンプ（回答数=148） 4.0 81.0 9.4

1.41.41.4 1.4

20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=143）

3.5
81.8 6.3 3.5

0.70.72.10.7 0.7

2016（平成28）年度（回答数=142） 4.9 76.8 12.0

1.40.70.70.72.8

20 40 60 80

D.電気機器（回答数=152） 65.1 19.7 5.9

2.61.32.02.6 0.7

2017（平成29）年度（回答数=145） 77.9 12.4 3.4

0.70.71.40.71.40.7 0.7

2016（平成28）年度（回答数=165） 64.2 21.8 4.2

2.40.60.61.21.23.6
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20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=77） 11.7 77.9 9.1
1.3

20 40 60 80

G.ブルドーザ及びスクレーパ（回答数=81） 12.3 79.0 6.2
2.5

2016（平成28）年度（回答数=77） 10.4 83.1 3.9
1.31.3

20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=51） 13.7 82.4
2.02.0

20 40 60 80H.モータグレーダ及び路盤用機械
（回答数=57） 12.3 80.7

1.8
5.3

2016（平成28）年度（回答数=46） 10.9 78.3 6.5
2.22.2

20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=153） 75.2 19.0
1.3

3.3
1.3

2016（平成28）年度（回答数=156） 75.0 16.0

0.60.61.9 1.3

4.5

20 40 60 80

I.締固め機械（回答数=165） 81.8 13.9
1.21.21.8

20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=91） 11.0 65.9 4.47.7

2.21.1 1.12.2 2.2 2.2

20 40 60 80

J.クレーン・その他荷役機械（回答数=95） 7.4 63.1 6.313.7

1.11.1 2.12.1 2.1 1.1

2016（平成28）年度（回答数=100） 11.0 65.0 7.04.04.0 3.0
1.02.01.0 1.01.0

20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=41） 26.8 58.5 4.9 4.9
2.42.4

20 40 60 80

L.基礎工事用機械（回答数=45） 24.5 48.9 11.1 4.5
2.22.2 2.2 2.2 2.2

2016（平成28）年度（回答数=39） 15.4 69.2 5.1 5.1
2.62.6

20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=31） 6.5 67.7
3.2

6.516.1

20 40 60 80

M.重仮設材（回答数=31）

3.2
80.6

3.23.2
9.7

2016（平成28）年度（回答数=32） 18.8 71.9
3.13.13.1

20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=102）

2.0
67.6 18.6 5.9

2.91.01.0 1.0

20 40 60 80

K.高所作業車（回答数=112）

1.8
67.0 19.6 6.3

0.91.80.9 1.8

2016（平成28）年度（回答数=118） 4.2 66.9 18.6 6.8

0.80.80.8 0.8
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20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=49） 18.4 69.4 4.1 6.1
2.0

20 40 60 80

N.水処理機械（回答数=44） 22.7 63.6 6.8 4.5
2.3

2016（平成28）年度（回答数=33） 12.1 66.7 9.1 6.1
3.03.0

20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=41） 14.6 78.0
2.4 2.42.4

20 40 60 80O.せん孔機械及びトンネル工事用機械
（回答数=39） 20.5 76.9

2.6

2016（平成28）年度（回答数=30） 13.3 70.0 10.0
3.33.3

20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=83）

1.2
72.3 14.5 4.8 4.8

2.4

20 40 60 80

P.軽仮設材（回答数=89） 7.9 64.0 13.5 4.5 4.5

2.2

2016（平成28）年度（回答数=75） 5.3 56.0 21.3 5.3 4.0 4.0
1.32.7

20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=74） 10.8 83.8
1.41.42.7

20 40 60 80

Q.ウインチ類（回答数=71） 19.7 74.6 5.6

2016（平成28）年度（回答数=76） 13.2 77.6 5.3
1.31.31.3

20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=50） 8.0 86.0 6.0

20 40 60 80

R.コンクリート機械（回答数=66） 4.5 84.8 7.6
3.0

2016（平成28）年度（回答数=57） 10.5 82.5 7.0

20 40 60 80

2017（平成29）年度（回答数=142） 47.2 14.8 10.6 6.3 3.57.7

1.4 1.4 2.82.11.40.7

20 40 60 80

S.その他の機器（回答数=152） 38.2 26.3 11.2 5.9 3.9

1.3 2.6 3.32.62.6 2.0

2016（平成28）年度（回答数=141） 47.5 15.6 9.2 5.0 5.73.53.5
2.1 0.70.72.83.5

1.1 1.1 1.1
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（４）機材の保有状況（細分類）

　以下は204項目の細分類の各機材の保有状況について示し

ている。あくまで保有の有無の状況であり、台数や個数につ
いて示しているものではない点に注意されたい。（グラフ
16～グラフ34）

60.0 70.0 80.0 90.0 100.050.040.030.020.010.0

91.6
90.8

90.1
油圧ショベル（クローラ型）・
平積容量０.１m3未満

92.1
92.5

90.2
油圧ショベル（クローラ型）・
平積容量０.1～０.2m3未満

78.4
80.5

78.0
油圧ショベル（クローラ型）・
平積容量０.2～0.25m3未満

80.0
80.1

78.7
油圧ショベル（クローラ型）・
平積容量0.25m3

79.5
81.5

78.2
油圧ショベル（クローラ型）・
平積容量0.4～0.7m3未満

53.7
48.9

50.1
その他油圧ショベル（クローラ型）・
平積容量0.7m3以上

8.9
7.6

6.0
その他油圧ショベル

41.6
41.4

37.0
トラクタショベル（ホイール型）・
山積容量0.4m3未満

51.6
49.6

40.9
トラクタショベル（ホイール型）・
山積容量0.4～1.0m3未満

34.2
31.3
31.5

トラクタショベル（ホイール型）・
山積容量1.0～2.0m3未満

12.6
10.8
11.5

トラクタショベル（ホイール型）・
山積容量2.0m3以上

2.6
2.0

1.2
トラクタショベル（クローラ型）・
山積容量0.4m3未満

1.6
0.9
2.0

トラクタショベル（クローラ型）・
山積容量0.4～1.0m3未満

0.5
1.4
0.9

トラクタショベル（クローラ型）・
山積容量1.0～2.0m3未満

2.1
1.5

0.8
ドラグライン及びクラムシェル・各種

0.0

（単位：％　※有回答絞り、複数回答）A.掘削及び積込機保有状況グラフ16
2016（平成28年）度調査（回答数=190） 2017（平成29年）度調査（回答数=212） 2018（平成30年）度調査（回答数=224）
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60.0 70.0 80.0 90.0 100.050.040.030.020.010.0

58.9
60.1

53.0
軽ダンプ

28.0
29.8

31.9
ダンプトラック（普通）・
積載重量2t未満

86.9
87.8

82.9
ダンプトラック（普通）・
積載重量2t～4t未満

54.2
49.9

46.2
ダンプトラック（普通）・
積載重量4t以上

4.2
6.3

4.0
大型ダンプトラック（建設専用）

54.8
58.5
59.1

軽トラック

32.1
32.9

32.2
トラック（普通）・積載重量2t未満

34.5
38.2

41.4
トラック（普通）・積載重量2t～4t未満

19.6
18.6

16.5
トラック（普通）・積載重量4t～6t未満

2.4
4.3

3.0
トラック（普通）・積載重量6t以上

64.3
60.3

57.6
トラック（クレーン装置付）・2t

65.5
62.9
63.0

トラック（クレーン装置付）・4t

58.9
59.2

57.9

不整地運搬車（クローラ型）・
積載重量1t未満

65.5
64.5

60.4

不整地運搬車（クローラ型）・
積載重量3t未満

46.4
44.5
44.2

不整地運搬車（クローラ型）・
積載重量3t以上

0
0.5
0.5

機関車・各種

0.6
0.5
0

ズリ鋼車・各種

0.0

（単位：％　※有回答絞り、複数回答）B.運搬車保有状況グラフ17
2016（平成28年）度調査（回答数=168） 2017（平成29年）度調査（回答数=188） 2018（平成30年）度調査（回答数=202）


